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Ⅰ章　スペース資源と電波資源
本章では、「電波資源」を理解するために、「スペース資源（space resources）」という考え方を導入する。われわれ人間の生活や仕事は、常に何らかの「スペース・場所」においておこなわれる。電波がもたらす数多くの利便も、ある種の「スペース」の中で電波を活用することから生まれる。身近なスペース資源は、「土地資源」である。電波資源の社会経済的側面、法的側面を理解するための1つの有効な方策は、これを土地資源と対比して考えることである。読者は「目に見えず、しかも空中を突き進む電波と、われわれの足で立っている大地とは異なっていて、共通点は見当たらない。」と考えられるかもしれないが、しかし、より広い見地、つまり「スペース資源」という見地からすれば、両者の類似点を多数挙げることができる。われわれの周囲には、土地や電波に加えて多数の「スペース」が存在し、生活・仕事の基盤になっているのである。

A. スペース資源とは
1.　スペース資源の定義
　まず「スペース資源（space resources）」の定義を述べよう。人間は、自然界から与えられたさまざまな種類の「スペース（場所、空間）」を基盤にして、生活を営み、仕事に従事している。「スペース資源」とは、そのようなスペースを人間が活用する場合、その経済機能、つまりそれが生活や仕事の役に立つという側面を強調して捉える概念である。

　たとえば、われわれは特定の地面つまり「土地資源」の上に住宅を建てて生活を営み、あるいはビルを建設し、オフィスを造って仕事に従事している。その結果、建物やビルが存在する「土地」に有用性を生じ、それが売買や賃貸の対象となることもある。この場合、土地がわれわれの役に立つ何らかの「サービス」を生み出していると考え、サービス生産の源泉を「土地資源」と名付けるのである。
2.　スペース資源の種類と例

　われわれは多種多様な「スペース資源」の恩恵を受けているが、主なスペース資源としては、「物理スペース」と「電磁スペース」を考えることができる。

　図Ⅰ.1　物理スペースと電磁スペース
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「物理スペース」とは、通常の意味の「スペース」であり、そこに何らかの物質・物体が存在し、あるいは移動することから便益を生ずるものである。図Ⅰ.1を参照されたい。代表的な物理スペースは「土地」である。それは地上の土地スペース（地表）と、地下スペースに分けることができる。経済が成長し、都市地域で土地が稀少になるにともなって、土地スペースが立体的に活用されるようになった。地上では高層建築が使われ、また地下でもさまざまな形でスペースが活用されている。
物理スペースは、土地の他にも多数存在する。まず、河川や海洋などの水面、水中、水底が考えられる。また、地球上の空間に目を移せば、航空機が使用する大気圏あるいは成層圏空間や、ロケットが通過する宇宙空間がある。さらに、特別な物理スペースとして、地球を周回する衛星の軌道もスペース資源の一種である。そのうち静止衛星軌道は、衛星が地表から見て一点に留まっているように見えるという便利な性質を持っている。そのような性質を持つ軌道は「1本」しか存在しないので、静止衛星軌道はすでに稀少価値を生じるようになっている。

第2の種類のスペース資源である「電磁スペース」は、電波や光などの「電磁波」のためのスペースである。「電磁スペース」という考え方は、奇異に見えるかもしれない。物理スペースと「電磁スペース」は、外見上大きく異なっているからである。物理スペースと電磁スペースを「スペース資源」と総称して（上部概念として使って）も差し支えない理由は、両者が多数の共通する性質を保有しているからであり、その詳細は次節で述べる。

ここでは以下の点に注意していただきたい。たしかに、光や電波などの電磁波は、多数の種類（波長）のものが「同じ場所を同時に通過できる」のに対し、物理スペースの場合には、異なる物体が同時に同じ場所を占めることはできない。この点が、「電磁スペース」という考え方に対する批判の「直観的根拠」であろう。しかしながら、光や電波についても、それを利用する人間の立場からすれば、同一の（同一波長の）光や電波が、同一時間に同一場所を同一方向に通過するのでは困ることになる。（電波の場合、「混信」という不便を生ずる。）この点で、「特定の物理スペース」と、「特定の場所における、特定の方向に動く、特定の波長の電磁波のためのスペース」は、「同時に同じスペース位置を占めることが許されない」という点で共通する性質を持っており、これが「電磁スペース」をスペース資源の一種として考えることを正当化するのである。したがって正確には、「それぞれの波長の電磁波に対応して、そのためのスペースが存在する」ことになる。
上記のような物理スペース・電磁スペースに加え、その他の種類のスペース資源を考えることもできる。たとえば、「音波」について、必要であれば「音波スペース」という概念を作ることもできる。人間の耳は、多数の異なる波長の音波を同時に受信するという性質を持っている（波長によって選り好みをするフィルター機能を持っていない）から、人間にとっての「音波スペース」は、（電波と異なり）1種類しか考えられない。特定の場所で特定の時間に「音波スペース」が過度に使用されると、「騒音」状態が発生する
。音波スペースに加え、（有用性は低いだろうが、）水面上の「波」のスペースを考えることもできる。
さらに、さまざまな化学物質による大気汚染や水質汚染の問題を、「化学物質スペース」として捉えることも不可能ではないかもしれない。特定の時間、特定の場所に、ある一定量以上の化学物質が存在することが、人間にとって望ましからぬ結果をもたらすからである（ただしこの場合、選好の方向が逆である。）。

ここでは、これらの議論には深入りしない。本章で強調したいことは、「スペース」という考え方が、単に物理スペースだけではなく、電波についても適用できることを示すことである。電波資源の理解は、意外に難しい。それは、電波は人間の五感によって捉えることができず、また電波の機能の理解に技術的知識を必要とするからである。この場合、「スペース資源」という考え方を適用することによって、われわれが直感的に知っている物理スペースについての理解を電波の世界に延長することができる。つまり、類推によって理解を深めることができるのである。
次に、スペース資源の共通性質を、順序だてて説明しよう。以下の指摘が、「スペース資源」という概念の使用を正当化する根拠であり、またその使用が便利である理由である。
3.　スペース資源の性質

　a.　有用性

「スペース資源」の基本的な性質は、それが何らかの形で、日常の生活・仕事の役に立つこと、つまり、そのスペースが何らかの「便益」をもたらすことにある。これをスペース資源の「有用性」と呼ぶことにする。スペース「資源」という呼び方も、その「有用性」を反映している。
スペース資源の有用性は、もとよりそれを使う人間の側の技術や組織に依存する。電波資源というスペース資源は、電波が発見され、その利用技術が開発されて初めて有用になった。土地資源は農業・製造業の基本手段の１つであり、また現代の都市生活の基盤であるが、その利用には、さまざまな技術が前提されている。
つまり、スペース資源の有用性は、人間の側の営みの「反映」にすぎないと言うこともできる。しかしこのことは、「スペース資源」という概念を独立して用いてはならないとする理由にはならない。われわれは、多数の考察対象（たとえば、商品の価格や会社組織を代表する株式の価値）が独立して存在していると認識しているが、それらはすべてその背後にある人間活動を反映している。

　b.　完全耐久性

スペース資源を他の資源から区別する顕著な性質は、完全耐久性、つまり「使っても減らない」ことにある。石油など多数の自然資源は、使えば減る（exhaustible）のであり、また機械・建物・住宅などの「資本設備」は、それを使うことによって、また時間の経過によって、少しずつ減耗する。これに対してスペース資源は、使用や時間の経過によって減少しない。
　c.　区分と容量

スペース資源は、すべて（次元数を別にして）「拡がり」を持ち、何らかの方式によって「区分」することができる。そしてそれぞれの区分は、一定の「容量」を持っている。土地資源の場合には、土地区画を見ることができるので、この点は明らかであろう。電波の場合は、「場所」による区分に加え、「周波数帯域」によっても区分される。（この理由で、電波資源は土地資源よりも「次元数」が高い。）それぞれの場所におけるそれぞれの周波数帯域には「容量」があり、一定量以上の電波を発すると「混信」という不便が生じる。つまりスペース資源については、特定の区分の容量を超える使用はできない
。

　d.　スペース資源使用のための資本設備

　スペース資源は自然から与えられたままでは役に立たない。これを利用するためには、使う側の人間がそのための準備をしなければならない。経済学の用語で言えば、スペース資源の使用は、つねに何らかの資本投下を伴う。通常は、スペース資源自体に加え、他の資本や労働サービスが、生産活動あるいは消費活動のためのインプットになる。

　土地資源の場合には、居住のために家屋の建設が必要であり、また生産活動のために、オフィスや工場などの建造物や他の資本設備が必要である。移動目的に使われる土地資源には、道路・線路や他の設備が必要であり、また公園・広場でも何らかの資本投下が行われている
。
　電波資源についても、通信の場合にはアンテナ・送受信機（端末）が必要である。電波をレーダーや位置表示の目的に使う場合でも、同じである。衛星通信・放送の場合には、衛星やトランスポンダなどを使用するが、この場合は、衛星局設備、地球局設備が、衛星軌道という物理スペース資源と、衛星通信用電波資源の両者に共通する資本設備になっている
。
スペース資源の利用に必要な資本設備については、技術進歩が重要な役割を演ずる。つまり、スペース資源自体は同一であっても、技術進歩によって資本設備が高度化すれば、容量の増加と、より進んだスペース資源の利用が可能になる。建物の場合の典型例は、2階建てや高層ビルの活用による有効面積の増加である。通信の場合には、電波に信号を乗せる際の変調・符号化、信号波や搬送派の多重化方式の進歩によって、同一の周波数帯域で、より多くの情報を送ることができる。もとよりこのような技術進歩には（長期間をとっても）限界があり、高層建築の階数を無限に増やすことはできず、また一定の周波数帯に入れ込むことができる信号量には上限がある（Shannon制約）。しかしながら、技術進歩がスペース資源の利用効率を高め、容量を増大させることは、重要なポイントである。

　e.　使用モード：共用と専用

　スペース資源では「共用」と「専用」という2種類の使用方式が区別できる。共用とは、特定のスペース資源を複数の使用者が入れ替わりながら利用することである。土地の場合には、公園や広場、また道路や公共建築物がこれにあたる。土地資源以外の物理スペースは、現時点ではほとんどすべて共用されており、専用はごく少ない。交通やリクリエーションのための海面・水面の使用、航空機による大気圏の使用がその典型例である
。
これに対し「専用」の例は、土地資源の場合の宅地、オフィス用地、農地などである。一定範囲の土地資源を区分して、特定の主体による排他的使用を認める方式であり、典型的には、土地の私有財産制度として定着している。なお、この例から明らかなように、スペース資源の「専用」には、排他的使用を保証する何らかの法律、習慣・慣例、物理的手段（棚囲いなど）が前提されていることに注意されたい
。

スペース資源の共用の場合でも、短い時間を区切って観察すれば、特定の使用者が「一時的に資源を専用」していることが多い。時間が経過すれば、他の使用者が同じスペース資源を利用する。つまりスペース資源の共用とは、実は「時分割」された（time sharing）専用である。したがって、スペース資源の「共用」の場合には、時分割使用を円滑に実現する（過度の専用を制限する）ための何らかのシステム（たとえば公園・施設などの入場料、メータ駐車、時間駐車）が作られることがある。それは、「自分１人で大型ファイルを流して、LANスペースを占有しないでください。」のような「モラル」の形式をとることもある
。
　電波については、伝統的に専用による使用が大部分を占め、共用は少なかった。しかしながら、最近の技術進歩によって、周波数帯の高度な共用方式が実現され、容量が格段に増大した。その結果、電波資源の活用について、さまざまの新しい可能性が開かれている
。インターネットへの無線アクセス手段として最近急速に普及し始めている「無線LAN」は、電波資源の共用の例である。

　f.　プラスの外部性

　スペース資源の顕著な特色として、近接する同資源の使用から生ずるプラスおよびマイナスの外部性がある。プラスの外部性とは、近接しているスペース使用を何らかの方式で「統合」することにより、それぞれ別個に使用した場合の単純な総和を上回る結果が得られることを指す。土地資源の場合には、身近な例を多数挙げることができる。住居ではアパート・マンションなど集合住宅、オフィス用の高層ビル、高速道路の2レーン、3レーンの効果など、プラスの外部性の例はいたるところで見ることができる
。

　電波資源におけるプラスの外部性は、これまでの電波行政において、周波数帯域が使用目的ごとに区分されている事実に現われている。たとえば、テレビ放送用の各チャネルの周波数帯は（歴史的理由から生じた例外を除いて）特定の帯域に集められている（VHF、UHFなど）。このことによってテレビ送信機・受信機の生産費用を節約することができた。たとえば、テレビ受信機のチャネル切り替えを容易に行うことができた。

最近では、移動通信において多数のユーザによる広い周波数帯の「符号」分割・共用方式（CDMA）が実用化され、周波数帯の節約、雑音の防止、セキュリティの向上などの利便をもたらしている。
　g.　マイナスの外部性

　他方スペース資源では、一定の区分のスペースを「過度に使用」することにより、相互にマイナスの効果を及ぼすことがある。物理スペースの「混雑」、電磁スペースの「混信」が典型例である。自動車が道路で混雑した場合、ある限度を超えると、マイナス効果が急速に上昇することを多くの人が経験しているだろう
。
　電波資源が通信目的に使われる場合の「混信」の防止、つまりそれぞれの電波の利用者が他の利用者の通信を妨げないように周波数帯域を割当て、出力を制限することは、これまでの「電波行政」の主要な目的であった。また衛星軌道上では、近接する衛星間の混信を防ぐことが衛星運用のポイントである。この場合には、衛星軌道という物理スペース上におけるマイナスの外部性と、近接した衛星間の混信という電磁スペースにおけるマイナスの外部性が関連していることになる。

　「スペース資源」が上記a.-g.で挙げた性質を共通に持っていることが、これらを「スペース資源」としてまとめて取り扱うことを正当化する。土地と電波の表面的な機能は異なっており、直接的に見る限りでは共通点を見出すことは困難である。しかしながら、両者の「機能」に着目すれば、上記のように驚くほど多数の共通点を見出すことができる。

　一般に、われわれは、日常の活動に役立つ手段や環境に対し、その「機能」とそこから生ずる「結果」に基づいてそれらとのかかわりを持つ。同じ働きを持ち、同じ結果を生む場合、その実体や本質はあまり問題にならない。これらの手段が個人レベルの活動だけでなく、社会・組織の活動の中に置かれる場合でも同じことが言える。特定の社会や組織は、同一の、あるいは類似する機能を持つ経済手段について、類似する仕方でこれにかかわることが多い。その結果、類似する経済手段については、類似する歴史や制度や利用システムを生み出す可能性がある。
われわれは、土地資源を代表とする物理スペース資源について、すでに多くのことを知っている。とりわけ土地については、多くの人が強い関心を持っており、また日本では、「土地神話」や「土地バブル」を通じて、（苦くはあったが）多数の経験が集積されている。

本章の目的の1つは、土地資源に関するわれわれの豊かな経験・知見を、（もとより許される範囲で）電波資源に適用して、理解を深め新しい発想を刺激することにある。

B. 土地資源と電波資源

　前節では、土地と電波が「スペース資源」の性質を共通に持っていることを述べた。しかしながら他方で、両者は歴史的に異なる社会環境・時代環境のもとで開発・使用されてきた。その結果、現時点での土地資源と電波資源の「利用制度」には、大きな相違がある。
本節の目的は、土地資源と電波資源について制度面を含む相違を概観し、それがどのような原因から生じたのか、どのような経過で現在の状態にいたったのかを明らかにすることである。このことによって「電波資源」についての現在の状況を理解し、将来方向の予測や、将来の電波資源のための利用制度について考えることができる。
1.　類似点と相違点

　まず第1に、土地資源と電波資源について顕著な類似点と相違点を列挙してみよう。図Ⅰ.2を参照されたい。
図Ⅰ.2　土地資源と電波資源の比較
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	電磁スペース（目に見えない）

電波（使用技術）開発（機器端末とともに）は、中波帯域から拡大
電波の「共用」（多重化技術による）
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同一地点での重複使用（周波数別）が可能
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a．　図Ⅰ.2が示すように、まず土地は目に見える物理スペースであるのに対し、電波は目に見えない電磁スペースである。

b．　宅地やオフィス・工場用地の開発は、ほとんどすべての場合、住居等の建造物の建設とともに進められる。（まれに敷地だけが開発され、建物の建設が延期されて空地のまま残ることもあるが、これは土地資源の浪費と考えられている。）土地の開発は、まず平野部からはじまり、しだいに傾斜地・山岳部に拡大した。

他方で電波利用技術の開発は、つねにそのための機器・端末の開発とともに進められてきた。それは、まず波長の低い中波や短波から始まり、メガヘルツ帯に進み、現在では光に近い直進性を持つギガヘルツ帯の電波まで及んでいる。
c．　土地の立体的利用は、建築技術の進歩によって実現された。他方、電波の共用は、最近の多重化技術に多くを負っている。

d,e．　土地の価値を決める主たる要因は、その所在である。電波の価値はそれが使用される場所（たとえば都会地であるか、非都会地であるか）と、それぞれの周波数帯の性質とその利用技術によって決まる。すでに述べたように、特定の場所において使用できる電波は、周波数帯別に多数個存在するので、それぞれの周波数帯について価値が考えられるのである。

f,g．　土地については、公有地と私有地が混在している。私有地は宅地、私企業用地などであり、公有地は国などの公共機関が排他的に管理する「国有財産」と、一般に開放されている道路や公園などのオープン・スペース（共有地）がある。他方電波はすべて「国有」である。一部の「免許不要帯域」を除き、無線局免許の発行によってその使用権が与えられる。

h．　土地は、一般的な生活・生産のための手段であり、ほとんどすべての生活・生産活動は直接あるいは間接に土地資源を使用している。これに対して電波は、一部を除いて、専門分野の事業者による特定種類のサービス生産の手段となっている。アマチュア無線や、無線LANを除き、一般のユーザが事業者を介さず直接に電波を使用することはほとんどない。

i．　土地では、建物等の耐用年数から、通常の場合、その（経済的）転用には数十年かかる。これに対して、電波を通信目的で利用する場合、電波用の端末機器の耐用年数は数年程度であるから、土地の10分の1の期間で転用が可能である。利用資本設備の建設・生産と償却において、電波では、土地の約10倍のスピードで時間が進行することになる。

j．　土地においても電波においても、時分割使用が可能である。電波においては、効率的利用のため、これが積極的に活用されている。

k,l．　土地資源と電波資源の間で大きく異なるのは、その所有と利用の形体である。土地については、（国有・共有分を除いて）私的所有権が成立している。その結果、土地の売買や賃貸・リースが可能であり、「土地市場、土地賃貸市場」が存在し、「不動産業」が生まれ、土地価格（地価）、土地賃貸料などの価格が成立している。

これに対して（少なくとも現時点の日本では）、電波はすべて国全体の共有資源（国有財産）である。一般のユーザが電波を使用するためには、「無線局免許」を受ける必要がある。免許の承継は、最近まで、相続・企業合併を除いて不可能であったが、2000年の電波法改正によって、「営業譲渡」に伴う免許の承継が認められるようになった（電波法20条、鬼木[2000B]）。
2. 二次スペース資源とレイヤー構造
次にスペース資源の延長である「二次（派生）スペース資源（secondary space resources、derived space resources）」の考え方を説明しよう。

「二次スペース資源」とは、本来のスペース資源の上に構築された資本ストックを、ある種のスペース資源として捉えるための概念である。本来のスペース資源のように自然界から与えられるものでない点を除き、二次スペース資源の性質は、本来のスペース資源に類似している。したがって、本来のスペース資源上で成立するのと類似の経済現象が、二次スペース資源上で成立することがある。

また二次スペース資源の上に、さらに高次のスペース資源が構築されることもあり、スペース資源の階層構造を考えることができる。本章では簡単のため、自然資源である本来のスペース資源（土地資源、電波資源など）を単に「スペース資源」と呼び、本来のスペース資源の上に構築される二次あるいは高次の派生的スペース資源をまとめて「二次スペース資源」と呼ぶことにする。
図Ⅰ.3　（土地上の）二次スペース資源の例
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図Ⅰ.3は土地資源の上に作られる二次スペース資源の例を示している。まず、第1列を見ていただきたい。土地スペースの上に作られた建物では、それぞれの部屋の「床スペース」を考えることができる。床スペースがオフィス用に使われる場合、そこにおかれた各種のオフィス用器具も何らかのスペース機能を持つことがある（たとえば書類収納スペース、ファイル・センター）。

土地スペースの上に道路が建設された場合には、道路上の歩道・車道や高速道路の通行レーンが、スペースとしての性質を持つ。またその上を通行する自動車やトラックでは、乗客座席スペースや荷物用のスペースを考えることができる。

次に最右列をみよう。これは、土地スペース（地下スペース）が通信目的に使用される場合の例である。地下スペースに作られた共同溝や下水溝は、各種のケーブルを敷設するためのスペースとして使われる（もとより下水溝は排水用のスペースだが、それを通信用に兼用することがある）。共同溝・下水溝に光ファイバーや同軸ケーブルが敷設された場合は、それぞれが通信（たとえばインターネット）用のスペースを提供する。つまり光ファイバーや同軸ケーブルは、インターネット通信用の「IPパケット」という通信手段を伝送するためのスペースを供給する。さらにIPパケット（の流れ）を、電子メールや音声やウェブ用画像などの具体的情報（コンテンツ）を運搬するための「スペース」と考えることも不可能ではない。（ただし有用ではないかもしれない。）
次にインターネット通信用のスペース資源と二次スペース資源の例を挙げよう。図Ⅰ.4を参照されたい。
図Ⅰ.4　インターネット通信用スペース資源と二次スペース資源（レイヤー構造）
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図Ⅰ.4は、インターネット通信のために使用される3種類のスペース資源と、その上に構築される二次スペース資源を示している。3種類のスペース資源とは、第1に地上・地下スペース、第2に地上の電波スペース、第3に衛星軌道と衛星用電波スペースである。これらは図Ⅰ.4の最下部に示されている。
第1のケースは、図Ⅰ.3の最右列の例をより詳しくしたものであり、有線通信の場合である。地上あるいは地下のスペースに、共同溝、とう道、下水溝、電柱などの設備が作られ、「通信線敷設用スペース」を提供する。そこに敷設される光ファイバー（ダーク・ファイバー）は、「通信用の光の通路スペース」を供給する。光ファイバーの中を異なる波長（色）の光が通され、それぞれの点滅（パルス）によって情報が伝送される。「第2層」と書かれているのは、光ファイバーによる情報伝送に固有のデジタル情報処理である。

次に第2のケースは、地上電波スペースを使う無線通信（放送を含む）である。この場合には、光ファイバーによる有線通信のように各種の設備を必要としない。電波はアンテナからアンテナへ空中を伝播するからである。したがって図Ⅰ.4に見られるように、「地上電波スペース」は、有線通信の場合の地上・地下スペース、共同溝など、光ファイバーの機能を、すべて兼ね備えている
。光通信の場合の光に対応する手段は、搬送波と呼ばれる電波である。光通信の場合は、（現在の技術水準では）光の点滅という単純な方式で情報が送られるが、電波の場合には、さまざまな方式で情報が「信号波」に載せられ、搬送波によって送られる
。また光通信の場合と同じように、第2層の処理を受ける。（光通信の第2層と無線通信の第2層は、名前は同じだが内容は異なっている。）
最後に衛星通信の場合には、スペース資源として、衛星軌道と衛星用電波スペースが使われている。電波を送る途中設備としては、衛星とトランスポンダが使用される
。衛星用電波（搬送波）に信号波が載せられ、また第2層の処理を受ける点は、地上電波の場合と同じである。
インターネット通信では、図Ⅰ.4に示されているように、有線・無線通信の両者に共通するIP層がある。インターネットの特色は、光ファイバーや電波などの異なる通信手段の上を同一のIPという方式で情報を送ることが可能であり、かつそのIPには、電子メール、音声、ウェブページなど、内容の異なる情報をすべて載せることができる点にある。既に広く知られていることだが、IP層では、IPパケットと呼ばれる情報の「小包」が使われ、それぞれ出発地から目的地まで、途中経路の空いた部分を選んで次々に伝送される。その結果、電話型の情報伝送にくらべて何百倍・何千倍もの効率を上げることができ、費用は数百分の1から数千分の1ですむ。このように、IP層の「情報小包」が異なる通信手段の上を自由に移動できること、その小包にはどんな情報でも（必要であれば分割して）入れ込むことができること、そして（小包の形になっているので）通信経路を極めて効率的に使って伝送できることの3点が、インターネットが短期間のうちに普及した主な理由である。
図Ⅰ.3およびⅠ.4の例から明らかなように、スペース資源の上に二次スペース資源が作られることがあり、それらは上下の階層構造を持っている。スペースとしての性質は、最下層の「（本来の）スペース資源」が最も強く持っている。階層が下から上に移るにしたがって、スペースとしての性質は弱くなる。しかしながら、たとえばIP層でも、「スペース」としての性質はある程度まで残っている。たとえば、インターネットのユーザがプロバイダー（ISP）のサービスに加入してインターネットを利用することは、（緩やかな形ではあるが）ISPを通じてIP層が持っている情報伝達容量の一部を購入している、と考えることもできる。
最後にインターネット通信を例にして、スペース資源や二次スペース資源などのサービス供給費用について述べておこう。最終消費者であるインターネット・ユーザの立場から見れば、ユーザがインターネット使用のためにコンテンツ供給者、ISP、接続事業者（電話会社など）に支払う代価は、結局図Ⅰ.4のそれぞれの階層のサービスに支払われることになる。図Ⅰ.4の上から下まですべてのサービスが同一の事業者によって供給される（上下統合）の場合には、ユーザの支払った金額をその（統合）事業者がそのまま受け取ることになる。もし図Ⅰ.4の有線通信で、第2層から下の光ファイバー等のサービスを電話会社が供給し、IP層から上のサービスをプロバイダーが供給していれば、ユーザの支払う金額はこの両者に分けられることになる。
一般に、本項で述べたようなサービス供給に含まれる階層（レイヤー）構造とそれが示す分業の内容や可能性を明らかにすることは、（電波や無線通信だけでなく）サービス生産・供給一般における産業体制、規制と競争の問題を考慮するために有用である
。本書第1部においても、この考え方を使って議論を進める
。

C. スペース資源の効率的配分

以下第2章では、日本の電波資源の配分の現状と、それが大きな非効率を残していることを説明し、第3章で、非効率使用という現状を改善するため、新しい「電波利用制度」を提案する。そのための準備として、本節においては、電波資源の効率的配分と非効率的配分を、簡単なグラフを使って説明する。

以下の説明は、経済理論のうち、「ミクロ経済学」の電波資源に対する直接の応用例である。ミクロ経済学をすでにマスターしている読者は、本節を読み飛ばしても差し支えない。また、グラフによる説明が苦手の読者も、本節は読み飛ばして差し支えない。第2、3章では、電波資源の配分について、直観的に、また土地資源との比較を使って説明する。本節のグラフによる説明は、直接には使用しない。

本節の説明に適するのは、数量的な事象や関係をグラフ（数式）を通して理解することに慣れておられる読者（たとえば経済理論にノータッチの理工系のエンジニア）である。以下のグラフによる例示から、第2、3章で述べられる直観的説明、土地資源による例示（のうち、事実認識を除いた論理部分）が、実は明確な理論的基礎（ミクロ経済学）に依存していることを推測して下さることを期待する。
図Ⅰ.5a-Ⅰ.5dの4個のグラフ（本節末尾）で説明する。これらのグラフのすべてにおいて、横軸で電波資源の量を示す。電波資源は1次元ではないが、説明の簡単化のために1次元と仮定するのである。またこの電波資源を何らかの単位で測定できると考え、その単位で表した量が横軸上に例示されている。
次に4個のグラフの縦軸は、電波資源1単位の使用から得られる収益（「収益率」）を示す。もとより、電波資源の収益率は、それをどのような目的に使うかに依存し、またその時点の技術水準にも依存する。さらに、電波資源の使用から収益をあげるためには、電波だけでなく、他の資本設備や労働（インプット）を必要とし、そのために支払った費用にも依存する。ここでは、簡単化のため、他のインプットの費用は終始一定であると想定する（より単純化して、電波資源だけを使って収益をあげていると考えてもよい）。

図Ⅰ.5aは、ある事業者が、サービスAを生産する目的のために電波資源を使用したときに得られる収益率の変化を、右下がりの直線A1-A2で示している。原点OAの近くでは、電波資源をわずかしか使っていないので、サービスAの生産においてその希少価値が高い。したがって、電波資源1単位から得られる収益も高く、図では80円（収益の単位として、便宜上「円」を使うことにする）近くに上る。電波資源の使用をもう1単位増やして計2単位としたとき、生産活動における電波資源の希少性が若干緩和されるために、2番目の1単位の電波資源から得られる収益は、1番目の1単位から得られる収益よりも低くなるだろう。以下、電波資源の使用量を増加させると、その収益率、つまり1単位あたりの収益は減少し、図Ⅰ.5aの場合は、20単位でゼロとなる。（飽和状態、電波資源を20単位まで使えば、それですでに十分で、他の資本設備や労働を増加させないかぎり、サービスAの生産から収益を増加させることはできない。）もとより、図の収益率A1-A2は直線でなくともよいが、ここでは簡単化のために直線を仮定している。いま、たとえば電波資源の使用量が、点A4で示される10単位になっていれば、そのときの収益率は高さA3-A4にまで下がっており、その10単位すべてから得られる総収益は、台形OA-A1-A3-A4の面積（＝600円）で表わされる。以上が、1事業者による電波資源の使用の結果を表現するグラフである。
次に電波資源を使って供給される別のサービスBを考える。サービスAを供給する事業者を事業者Aと呼び、Bを供給する事業者を事業者Bと呼ぶことにする。事業者Bの収益率のグラフが図Ⅰ.5bで示されている。Bの場合、電波資源を必要な限度（15単位）まで使ったときの総収益は、三角形OB-B1-B2の面積に等しく、675円になる。

次の問題は、事業者A、Bの間で電波資源をどのように配分すれば、効率的な使用が実現できるかである。図Ⅰ.5cで説明する。いま、事業者A、Bに配分できる電波資源の総量を20単位とする。図Ⅰ.5cでは、横軸上の長さ20の線分OA-OBでこれを示している。
次に図Ⅰ.5cに、両事業者の収益率曲線を描く。まず事業者Aについては、図Ⅰ.5aのグラフをそのまま図Ⅰ.5cに移している。事業者Bについては、図Ⅰ.5bのグラフを、縦軸について裏返して（対称なグラフを作って）、その原点OBを、図Ⅰ.5cのOB（横軸の値＝20）に一致させるようにしている。このことにより、OA-OB間の一点が、合計20単位の電波資源を両事業者にどのように配分しているかを示すことができる。たとえば図Ⅰ.5cの点C2は、電波資源を事業者Aに11単位、事業者Bに9単位配分している状態を示す。また次の図Ⅰ.5dの点D2は、事業者Aに5単位、事業者Bに15単位を配分している状態である。

次に、電波資源の両事業者への効率的配分の求め方を説明する。「効率的配分」とは、「それ以上の改善が望めないベストの配分」であり、ここでの説明では、与えられた電波資源20単位を使って両事業者が実現できる収益額の和を最大化する配分である
。

両事業者が実現できる収益額は、それぞれの収益率曲線の下の（台形）の面積であるから、これが最大化されるのは、図Ⅰ.5cの点C2の配分の場合、すなわち事業者Aに11単位、事業者Bに9単位の電波資源を配分した場合である。この場合、総収益は、図形OA-OB-B1-C1-A1で示され、その面積は1,205円である。
もし20単位の電波資源の配分が図Ⅰ.5cの点C2でなく、たとえばは図Ⅰ.5dの点D2であったとしよう。この場合、事業者Aの収益額は、台形OA-A1-D1-D2で示され、事業者Bの収益額は三角形OB-B1-D2で示される。それぞれの面積を計算して合計すると、1,025円になり、図Ⅰ.5cの場合よりも180円だけ少なくなっている。この分は、図Ⅰ.5dの三角形D2-D1-C1の面積に等しい。つまり、同じ電波資源20単位を使って得られる収益額が少ないのであるから、180円の差は「絶対的損失（回復できない損失、永久に失われた損失）」である。これをミクロ経済学では、DWL（dead-weight loss、死荷重損失）と呼ぶ。
上記の図Ⅰ.5dの例で示されたように、両事業者への電波資源の配分が、図Ⅰ.5cの点C2以外の点でおこなわれたとき、つねにDWLの三角形が現われ、その分だけ同じ電波資源から実現できる収益率が少なくなるという結果を生ずる。したがって、図Ⅰ.5cの点C2の配分が、求める「効率的配分」である。
なお、実際に図Ⅰ.5dに示されるような非効率的配分は、以下のような経過から生ずることが多い。たとえば、当初（サービスAの生産に必要な技術が開発されていないなどの理由で）事業者Aがまだ存在せず、電波資源20単位のうち、15単位が事業者Bに配分されていたとする。つまり事業者Bは、電波資源を必要限度まで受け取っている。この状態で技術開発が実現し、事業者Aが参入したとする。そのとき、20単位の電波資源の配分が図Ⅰ.5dのようにおこなわれると、非効率を生ずる。つまり、既存事業者Bへの15単位の配分という既成事実を動かさず、残りの電波資源である5単位だけを、新規参入した事業者Aに配分した場合である。

図Ⅰ.5dの結果は、次章で説明する現在の日本の電波資源の配分の非効率性を最も簡単な形で示すものである。非効率な配分、つまり改善の余地の存在は、配分D2での両事業の収益率の差で表現されている。図Ⅰ.5dにおいて、事業者Aは5単位を配分されているが、これにさらに1単位追加配分することにより、60円ちかくの収益を上げることができる。これに対し、15単位を配分されている事業者Bは、1単位の電波資源を節約することにより（60単位よりはるかに小さい）ゼロ程度の収益を失うにすぎない。つまりこの場合、もし電波資源を自由に売買できるのであれば、事業者Aが、0円と60円の中間の任意の価格で事業者Bから追加電波資源を購入することにより、両者ともに収益を増加させることができるのである。したがって、電波資源の売買市場が開かれていれば、両者の自由な取引によってDWLが消滅するように配分が調整される。つまり、図Ⅰ.5cの点C2で表される配分が実現することが期待できる。

上記の説明から、この電波資源20単位が、当初政府によって保有されている場合、これをオークションによって事業者A、Bに配分する方法を推察できるであろう。もし政府によるオークションで当初の提示価格がゼロであれば、図Ⅰ.5a.と 図Ⅰ.5bから、事業者Aは20単位の電波資源を入札し、事業者Bは15単位を入札するだろう。計35単位は供給量20単位を超過するので、次の提示価格は少し引上げられることになる。価格が上昇するにしたがって、事業者Aは収益率曲線A2-A1に沿って電波資源の入札量を減少させ、事業者BはB2-B1に沿って減少させる。結局図Ⅰ.5cが示すように、価格36円が提示されたときに、事業者Aが11単位、事業者Bが9単位を入札して、供給量20単位に等しい水準に到達する。この点で、つまり価格36円で、オークションが終了するわけである。つまり、この説明が示すように、固定された電波資源の量20単位が提示された場合、これをオークションによって配分することは、図Ⅰ.5cの点C2で示される効率的配分を実現することになる

。
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図Ⅰ.5a：電波を目的Aに使ったときの収益率（電波1単位あたりの収益）
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図Ⅰ.5b：電波を目的Bに使ったときの収益率（電波1単位あたりの収益）
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図Ⅰ.5c：電波20単位のA,Bへの効率的配分





（収益計＝1,205）
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図Ⅰ.5d：電波20単位のA,Bへの非効率的配分





（収益計＝1,025、DWL＝180）
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� 大学の講義で、学生の私語による騒音について苦情を聞くことが多い。これは「教室」という音波スペースに容量の限界があることを示している。もし、学生同士が音声に拠らず、携帯電話メールという別の手段で通信しているのであれば、このような容量不足・混信に基づく「教室騒音」の問題は生じない。（その場合は、講義に対する注意の欠落という別の問題を生ずるが。）


�「容量」といっても、もとより一定不変の量が存在するわけではなく、本文次項に述べるように、それは利用技術・利用方式によって変動する。しかし、特定の場所、特定の周波数帯、そして特定の利用技術や利用方式を与えれば、それに応じて容量が決まる。


なお、CDMAなど最近の「周波数共用技術」によって、ここで言う「容量」が十分に増大し、その制約が（理論上あるいは実用上）取り外されたので、電波を「資源」と呼ぶことは不適切であるとする考え方もある（Benkler [1998]、池田[2002] ）。


スペース資源の価値は、その容量（固定された供給量）と需要の相対的な大きさによって決まる。もし何らかの理由（技術進歩や新しいフロンティアの発見など）によってその供給が需要を超えた場合には、その資源は価格ゼロで自由に使用できる「自由財（free goods）」になる。最近（あるいは近未来）の周波数共用技術が電波資源を自由財に近い状態にしているか否かは、興味ある（かつ政策決定上からも重要な）設問であり、これは、「技術進歩の現状と予測」という立場から実証的に解明されるべき課題であろう。本書における「スペース資源」の用語は、「電波の働き」が土地のそれと類似していることを指摘し、これを説明・理解の用具にするにとどめる。


� 狩猟・漁労は、土地資源・海洋資源の原始的な利用形体だが、原始時代においても資本投下は行われていた。全くの「素手」の場合でも、狩猟・漁労のための「能力」という「人間資本（human capital）」は蓄積されていた。


� 米国の直接衛星放送（DBS）免許は、そのための静止衛星軌道資源と静止衛星通信・放送用電波資源を一体化したオークションによって発行された（X章A）。これは、当面においては両資源を分離して他の用途に向ける可能性が全く無いからである。


� 海面を専用する例として、養殖漁業を挙げることができる。


� 共用と専用の区別は絶対的なものではない。両者の区別は、ユーザの範囲をどのように考えるかに依存する。たとえば、「クラブ・メンバー専用」施設でも、同メンバー間では共用されている。


� LANは、後述する「二次スペース資源」の１種である（Ⅰ章B2）。


� 脚注2で述べたように、このような技術進歩による周波数帯の容量の大幅増大の意義を強調して、「電波資源の稀少性の実質的消滅と、これを活用する『電波コモンズ』の実現」を主張する考え方がある（Gilder [1993]、Baran [1997]、Benkler [1998]、池田[2002] ）。


� 日本の都心に「鉛筆ビル」（狭い土地区画上に隣接して並んでいる縦に細長いビル）を見ることが多い。これは「プラスの外部性」に反する現象である。プラスの外部性の発現を妨げる制度的欠陥の存在を推測させる。


� 2001年夏に明石市の連絡橋上で発生した「混雑事故」は、限られたスペースに多数の人間が押し寄せたときに生ずるマイナスの外部性を死亡事故の形で示した。


� 光ファイバーの中に作られた細い光の通路は、光という通信手段のためのスペースである。光ファイバーは、他と混信しないようにそれぞれの光を閉じ込める通路を作り、これによって光を発信地から目的地に運ぶための手段である。他方電波の場合には、このような「通路」が作られていないから、一般に電波は、四方に広がりながら情報を伝えることになる。


光ファイバーと電波の関係は一長一短である。光ファイバーの場合は、特定の通信区間を結び他と混信しないように光の通路を設定できるので、建設費用を支払うことにより、任意に設定した区間の通信を、任意の容量で実現することができる。他方電波による無線通信は、途中の設備を必要としないので、有線通信にくらべれば安価であり、かつ移動通信に適するという長所を持っている。しかし電波は、（光ファイバーのように通路を設定せず）そのまま空中で拡散するので、光ファイバーのように多数の通信路を任意に設定することはできない。そのため電波は、移動通信に加え、放送のように同一内容を多数の相手に同時に伝達する場合に最大の威力を発揮する手段である。


� 無線通信の容量を大幅に拡大している最近の技術進歩（CDMA、OFDMなど）は、（デジタル）情報の信号波への組み込み方、信号波を運ぶための搬送波の使い方におけるすぐれた工夫によって実現されている。


� 衛星は、ロケットによる打ち上げが必要であり、かつ10年程度の寿命しか持たないので、高価な手段と考えられるかもしれない。しかしながら、衛星通信は、ただ1個の設備で（日本全域を含む）広大な地域をカバーできるので、放送など同一内容の通信のためには極めて安価な手段である。放送手段として考えたとき、地上放送では、日本全国をカバーするために数千本のアンテナが必要だが、衛星放送の場合は、衛星局（衛星軌道上の1本のアンテナ）と地球局というわずかな設備ですむ。したがって全国一律の放送という目的に限れば、衛星放送は、地上波放送の数十分の1あるいは数百分の1の費用で実現できる。全国一律の放送手段としてどちらが生き残るかは明らかであろう。


� たとえば、図Ⅰ.4の第1列において、同一区分に入っているがそれぞれ異なる経済条件下にある主体が供給する共同溝（政府保有）、とう道（通信会社保有）、電柱（電力会社、通信会社保有）、下水溝（自治体保有）の「二次スペース・サービス」を、どのような方式で公正な競争環境に載せることができるかは、重要な政策問題である。また、インターネットの立場から見れば、有線通信と、電波資源を使う無線通信との公正競争条件を考えることも必要であり、将来の研究課題である。


� ただし電波資源の分野では、電波資源サービスの供給体制が未分化である（すべて政府による直接管理になっている）ため、現時点では、階層構造の考え方が有効に作用するケースはあまり多くない。


� 本来は収益額の最大化ではなく、サービスAとBを受け取る最終消費者の満足（便益）の最大化を考えるべきである。ここでは簡単化のため、最終消費者の満足のかわりに、両事業者の収益額の和をとっている。競争市場では、最終消費者に最も大きな満足を与えることができる事業者が、最終消費者に自己のサービスを売ることに成功し、その結果、最大収益を実現できる。したがって、収益額を基準にとるここでの説明は、サービスA、Bの市場が競争市場である（独占的市場などでない）かぎり、最終消費者の満足を基準とする効率的配分の場合と結果を与える。


� なお、オークションによって電波資源を配分した場合には、図Ⅰ.5cの収益合計1,205円のうち、750円（＝36×20）が政府の所得となり、事業者A、Bの収益は、それぞれ点C1を通る水平線の上部の三角形の面積になる。つまり、電波資源が両事業者に無料で配分された場合と比較して、オークションは、上記の720円分（これを「レント」と呼ぶ）を、事業者から政府に移転する。


� 実際のオークションでは、たとえば電波資源20単位を1単位ずつの20個の小区分に分割し、それぞれの小区分で最高額を入札した事業者にその小区分を配分する方式をとることが多い。この場合でも、A、Bがそれぞれ落札した小区分を合計すれば、図Ⅰ.5cに近い結果が得られる。
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